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25 - 34歳 35 - 44歳 45 - 54歳 25 - 34歳 35 - 44歳 45 - 54歳
1999 72.9 74.4 76.1 72.0 74.3 69.8
2000 73.3 74.6 75.2 72.8 75.7 70.7
2001 71.7 73.8 75.3 70.9 74.1 69.9
2002 71.7 71.7 75.2 68.1 72.3 70.4
2003 70.8 72.6 74.7 67.5 71.4 70.9
2004 70.6 71.6 74.5 68.6 71.3 70.1
2005 70.6 71.9 74.5 68.5 71.6 70.6
2006 72.9 71.9 74.9 68.4 71.8 69.4
2007 72.4 71.7 74.7 69.8 72.4 68.8
2008 74.0 73.2 74.2 67.8 70.5 68.5
2009 71.1 71.5 73.9 64.4 68.2 66.4
2010 69.7 71.3 73.4 65.1 67.7 65.3
2011 69.3 70.6 72.5 63.2 67.6 66.0
2012 70.5 69.3 72.7 64.4 68.3 66.6





















年から 年にかけてと 年以降で増加している。高所得の州の年齢階級別就業率が 字型を
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6  個人所得として日本は内閣府の一人当たり県民所得（要素費用表示）を参照した。米国はBureau of 
Economic Analysis のper capita personal incomeを使用した。
7 2010年の一人当たり県民所得で比較すると、都市圏のほうが地方圏よりも約21％高い。
8 2013年の一人当たり個人所得で比較すると、高所得の州のほうが低所得の州よりも約55％高い。
9  石田（2011、　p2）によれば、脱却時期を1980年代前半とし、「市場原理を重視する自由主義的福祉国家で
あるアメリカは、女性の就業支援も家族政策も最低限度のものに留まっている反面、民間の多様な保育サー
ビスが充実していることや女性に対し均等な雇用機会が保障されていたことが早い時期のM字型脱却に寄
与した」とする。
10  2008年は不況期に突入しているが、本格的に悪化したのは2008年9月のリーマンショック前後からであるた
め「大雑把に」とした。
11  米国の25歳から34歳の年齢層は、それ以降の年齢層と比較すると5年移動率が高いなど様々な特徴がある。
こうした世代の特徴などもふまえて、色々な角度からその背景を検討してみる必要があるだろう。
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